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船舶を用いた海面乱流フラックスの自動観測

AutomatedobservationofseasurfaceeddyfluxonacruisingShip
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Seasurhceeddyfluxeswereevaluatedwiththeeddycorrelationmethodincludingship

motioncorrectionforthewindvectorcomponents.Previousshipmotioncorrectionalgoritlm

wasrevisedasasimpleschemesettingamotionsensoratthesameplacewiththesonic

anemometer.Thisrevisededdyfluxsystem wasmountedasaroutinecontinuous

measurementsystemontheRJV M̀irai'ofJapanMarineScienceandTechnologyCenter.

ThefirstcruisewasconductedatthetropicalWestemPacifiCinJune2000.Continuoussea

surfacefluxeswereobtainedandthedataqualitywascheckedwith someparameters.This

system isplannedtobedevelopedasaautomateddataprocessingsystemincludingship

motioncorrectionandreal-timefluxevaluationsystem.Theseeddyfluxescanbeintegrated

withthebulkfluxesandradiationfluxestounderstandseasur払ceheatbalanceovertheglobal

ocean.
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Ⅰ.はじめに

現在､地球の各地において大雪や大雨､ハリ

ケーンなどの大きな熱帯低気圧や巨大な竜巻な

どの異常気象や災害が起きている｡日本におい

ても冷夏や暖冬などの例年にはない異常な気候

が近年においてその頻度を増している｡また､

最近の人工衛星を使用したリモー トセンシング

による気象研究の進歩においてエルニーニョや

ラ二一二ヤなどの太平洋赤道海域での水温分布

の異常が認められている｡このように現在起こ

っている地球規模の気候の変動を見るためには

地球表面の7割の面積を占めている海洋､とり

わけ海面での熱収支をを研究することは不可欠
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である｡

大気と地表の間での熱収支を考えると､地表面

に入ってくるものは､主に太陽放射が支配する

純放射フラックス､地表面から大気に出ていく

ものとして乱流による顕熱フラックス､潜熱フ

ラックスがある｡海洋において表面は水である

ために､海洋では陸地よりBowen比が大きく､

水の蒸発に関係のある潜熱フラックスは陸地よ

りも更に重要な要素となっている｡

地表から大気に輸送されるこれら熱エネルギ

ーや水蒸気量の測定は､温度計､湿度計､風速

計などの一般的な観潮胸緑芽を用いた場合､熱収

支法やバルク法などによって求めることになる

が､これらの方法では経験的な係数などを含む

ために精度的には多少の不確定性がある｡この

問題に対して､現在では観漢鵬緒旨の進歩によ

り超音波風速計､赤外線湿度計など他の観測

機器よりも応答時間の短い乱流計測器を用

いて風速 ･気温 ･湿度などの乱流変動を直接
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観測することが可能となっている｡これらの

観測によって得られた変動値を用いて運動

量フラックス､顕熱フラックス､潜熱フラッ

クスなどの乱流フラックスを直接計算する

渦相関法はもっとも精度が良いと考えられ

ており､陸面での観測において最近非常に多

く用いられている｡本論文では､海洋を航行

する船舶上で､この方法を用いて海面乱流フ

ラックスを自動観測する方法について述べ

る〔つ

Ⅱ.船舶を用いた海面フラックス測定

船舶でのフラックス測定には､バルク法が最

も多く用いられているが､乱流変動を用いた渦

相関法やInertialDissipation法も用いられる

ようになってきた (塚本､2001)｡この場合に､

風速や気温 ･湿度の乱流変動を船体の影響を受

けないようにして測定することは容易ではない｡

一般的には船体による力学的影響 (風)と勲的

影響 (気温､海面温度､相対湿度)が大きく､

これらの影響を最小限に抑えるには船の前部に

人きな障害物がないこと､測定場所が出来るだ

け船首に近く､高い場所にあることが望ましいO

場合によっては船首から観測用ブームを出すこ

とも必要になるが､荒天時には観測機器がしぶ

きや波をかぶり､場合によっては破損すること

もあるので条件をよく検討する必要がある｡そ

のため長期的には､出来るだけ船首部にあるマ

ストの頂部に機器を設置するのがよい｡

船舶やブイなどのプラットフォームが動揺す

る場所で渦相関法を適用して乱流フラックスを

得ることは､陸上などの固定点での観測とは大

きく異なり､さらに煩雑な計測とデータ処理が

必要になる｡

まず､超音波風速計で測定される風速成分は

風速計に相対的な風を測るので､風速計自身が

船体と共に動揺すると二種類の補正が必要にな

る｡

① 風速計の傾斜角が絶えず変化するために､

地球に相対的な座標系 (絶対座標系)でみた風

速成分-の変換について､時 刻々々の傾斜角か

ら絶対座標系-の変換を必要とする｡これは陸

上で風速計が傾いて設置されている場合の補正

と同じであるが､傾斜角が時間と共に変化する

ために各瞬間の風速成分についてこの補正が必

要になる｡さらには2方向の傾斜角だけでなく､

船の進行方向が変わった場合には進路方向の変

化も補正の対象となる｡

② 風速計が動揺することで､風速計に対する

見かけの風速が生まれる｡そのために風速計の

動揺を3次元的に測定する必要がある｡これを

さらに分類すると､船体の回転に伴う動揺成分

と､3方向-の並進運動に伴う動揺成分とがあ

る｡しかし､これらの動揺速度成分を精度良く

直接測定することはできず､一般には Rate

GyTO(角速度計)や加速度計の信号を時間積分

して速度成分を求める｡

このような動揺計測､補正技術は航空機によ

る風速成分の測定 と同 じ原理であ り､

Axford(1968)による技術を導入した Mitsuta

andFujitarh(1974)が初めて船舶に応用した｡

その後､いくつかの改良を加えて Fujitani

(1985)､Fujitani(1992)などの発展がみられた｡

これらに続いて最近 10年間ほどの間には､以

下のような研究が行われた｡

1998､1991年に本州南方海域 (35N､135E)

に お け る海 洋 混 合 層 の観 測 で あ る

WCRP/OMLETプロジェクトにおいて､東京

大学の研究船 ｢白鳳丸｣を用いて特別観測が行

われた｡｢白鳳丸｣の前部マスト頂部に超音波風

速温度計と熱電対乾湿計を設置し､船の動揺成

分は重ノLイ立置にあるジャイロから取り出した｡

そして､動揺のピッチング角､ローリング角､

ヨーイング角と3方向の重心載置の加速度計の

積分による運動速度の値を用いて風の動揺補正

を行っている｡この補正方法は､観測機器と重

心の間の距離や角度が計算に必要となり複雑に

な っ て い る (Tsukamoto et al.,1990),

(Tsukamotoetal.,1995)01992年にエルニーニ

ョ解明のためのTOGA-COREプロジェクトと

して､西太平洋赤道海域 (156E)において白

鳳丸で OMLETと同様の手法であるが新しく

開発された赤外線湿度計を用いて､地球上で最

も暖かい赤道域での大気 ･海洋間のフラックス
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図1 海洋地球研究船 ｢みらい｣

観測が行われた('rsukamotoandlshlda,1995)a

また､1999年に日米共同研究Naul･u99プロジ

ェクトとして西太平洋赤道海域にて新しく就航

した海洋科学技術センター所属の ｢みらい｣で

観測が行われた｡前部マスト頂鮒 こ超音波圧し速

TL.L度計､赤外線敷皮諾Iを設置したのはこれまで

と同様であるが､ここでIiJJn速度計を前部マス

トのrLJ-)Ll場所に設置して直接観捌l臓器の軌稿を
測定､凪の動揺納正吉1第を単純化して乱流フラ
ックスの観肌 を行 った｡恥 kahashlet

al,2000)

軸外では Bradleyetal,(1991)､Flleheet

aL(1991)､FalraJletal,(1997)､Edsonet

al,(1998)などの例があるが､陸上観測に比べる

とこの手法が使えるグループは数えるほどしか
なく､国内では唯一のものである｡

Ⅲ 海洋地球研究船 ｢みらい｣

梅津科学技術センター所属の海洋地球研究船

｢みらい｣は､全長 130m､幅 19m､総 トン数

8700トンの観測船としては世非最大のもので､

約60∩閃､12,000マイルの連続航海が可能で

ある｡(図 1)

｢みらい｣のミッソヨンは､主なものとして

任)海洋の熱循環の解明､叡毎洋の物質循茄の解

明､③粕拝の'生態系の解明､庄油洋底ダイナミ

クスの相羽､(喜抑症拝観測ブイの展開となってお

り､主要な常設観汚1仰f究設備には､海洋に関す

るものと大気に関するものに分けることが出来

る 軸料こ関するものとしては､CTD採水装値

や表層対症水分析､生物 ･化学分析を行うことが

出来る設備がある｡大気に関するものとしては､

ドップラーレーダ-､ラジオゾンデ､大気ガス

を観測する装笹などが設置されている｡｢みら

い｣は多数部門の協力を要する海洋調査研究に

取り組む共同利用型研究船であるために､これ

ら常設の観測設備のほかに､多数の研究コンテ

ナの搭被も可能となっている｡rみらいJは､こ

れらの観測設備を運用し一年を通して世界中で

観測を行っている

Ⅳ 観測機器

後に述べる20CN3年度のMROO-KO4航海から

常設乱流計i則磯節として用いている測定機音別ま
次のものである｡

超音波風速温度計 QtAIJO DA-6(泊-3TV)

風速3成分 (X,Y,W),気温 (Ts)

･赤外線湿度変動剖 (IくAIJO Art-300)

比湿変動(q'),気温 (T_ref)

相対湿度 択HJ､ef),受光強度 (1)

･船体動揺検出器 (関東航空 KSOOALjX)1)

加速度3成分,回転角速度3成分

仏pplled SignalInc,QA700-020×3,
SystronI)onner,QRSl1-0050100×3)

･傾斜計仏pplledGeomechanlCSMD-900-T)

PltChmg,RoLLLng

観測機器のうち､超音波風速温度計.赤外線

湿度計､および船体動揺計測のための傾斜計､

加速度計､角速度計は､図 1および図2に示す
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図 2 (a)前部マスト頂部の乱流計測器

(b)放射観測用機器 (短波放射､長波放射)

(C)データ変換器ラックと収録用P(

(d)データ収録用PCのモニタ画面
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図3 観測機器の座標系
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ように ｢みらい｣の前方部分にある高さ約 24

mの前部マストの最上部に設置された｡また､

同じマストに海面勲収支観測には不可欠な放射

観測用機器 (図2(b))も設置されている｡観測

機器を､前部マストの最上部のような､船の前

〟)力で高い所に設置したのは船体の熱的 ･力学
的影響を避けるためである｡

これら計測器の座標系は図3のように定義す

るしまた､システム全体のブロックダイアグラ

ムを図4に示すU

図4 観測データブロック図

測定項目は表 1に示すように16チャンネル

あり､CH0-7までの気象データとCH8-15

までの動揺データの大きく2つの要素に区別す

ることが出来る｡記録されたデータの一例とし

て､これら16チャンネルについて60秒間の各

時系列で示したものが図5である｡

これらのデータは､データ記録装置として

Windowsパソコンに0.1秒間隔で取り込まれ

30分間のデータを1つのファイルに保存して

いく〔〕ファイルは､Binaryで保存した場合､1

日で約50MBの容量になる｡データ記録のため

のソフ トは LabView システム (National

lnstmments)を使い､その場でリアルタイム

にデータを見る事ができ､エラーなどのチェッ

クも行うことが出来る (図2(d))｡

Ⅴ.船体動揺補正の手順
Hで述べたように船の上では波などの影響で

船体が傾くため､観測機器も傾いてしまい正確

な値ではなくなってしまう｡′このため､風速各

成分の観測値は傾いた角度分だけ座標変換する

必要がある｡この補正には傾斜計の値を用いる｡

さらに､船の動揺に伴って見かけの風速成分が

風速計の値に混入してしまうため､みかけの風

速成分を取り除く必要がある〔)

観測された風速ベクトルを Vo､真の風速ベク

トルを γとすると､補正式は次のように表され

る｡

V-TVo+0×TR+Vs (1)

Tは後に述べる傾斜補正の行列､βは船体動揺

の角速度ベクトル､Rは船の重心に対する風速

計センサーの位置ベクトル､VsEま船の速度ベク

トルであり(2)式の様になる｡

Vy-Vs0-0×Tr (2)

Vsoは観測された船の速度ベクトル､I.は加速

度計の位置ベクトルである｡(1)式と(2)式より最

終的に以下のようにまとめられる｡

V-TTi+0×T(R-r)+Vso (3)

これまでの船上での乱流フラックスの観測

(T凱lkamobandlshda,1995など)では､船

の重心位置で測定された動揺成分を用いて補正

を行ってきたために､船の重心と観預朋緒旨の間

の距離や角度などが計算に必要となっていた｡

今回､観預臓 器と加速度計を同じ位置に設置す

ることによって､風速計位置での加速度3成分

を直接得ることができる.つまり(3)式において

R=rとすることができるので､(4)式のように

補正式を単純化して､加速度計からの値を時間

積分して速度に変換することで､風速計の動揺

成分を直接計算することができるようになる｡

V-TVo+VL" (4)

･-lIossiOnOo

O
cos♂

cosβsin♂

Vso = IAdt (5)
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表 1 乱流変動量の測定項目

チャ ン ネ ル】】 測定項目 出力 (lVあたり) Notes

110 SAT-Ⅹ (水平風速横成分)超音波風速温度計 10mJs 動揺補正が必要

1 SAT-Y (水平風速前後成分)超音波風速温度計 10m/S //

2 SAT-W (風速鉛直成分)超音波風速温度計 10mノS //

3 SAT-Ts(気温) 50℃ 顕熱フラックス算定の
超音波風速温度計 ための変動量

4 AH-Tref(気温) らo℃ 基準気温
赤外線湿度変動計 (比湿変動較正用)

5 AH-RH_ref(相対湿度) 100% 基準湿度
赤外線湿度変動計 (比湿変動較正用)

6 AH-q'(比湿変動) 5g/m3 潜熱フラックス算定の
赤外線湿度変動計 ための変動量

7 AH-Ⅰ(受光強度)赤外線湿度変動計 100% q'の良否判定

8 Clin°-Pitch(Pitch角) 10deg 10Hz1心WPassFilter
傾斜計 135dB/oct

9 Clin°-Ron(Rou角)傾斜計 10deg //

10 Accce1-AX (前後方向)加速度計 0.5G //

ll Accce1-AY (横方向)加速度計 0.5G //

12 Acce1-AZ (鉛直方向) 0.5G //

加速度計 +1Vbias

13 Omega-QX (Ⅹ軸周り)角速度計 2.5deg/see //

14 Omega-QY (Y軸周り)角速度計 2.5deg/sec //

15 Omega-QZ(Z軸周り)角速度計 2.5deg/sec //

7
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CHO:X(m′/S)

CH5,RHref(%)

time(S) 60

-1,5
1.5

CH8:Pitch(deg)

CH14:QY(°eg/S)

CH15;QZ(°eg/S)

0 time(S) 60

図5 60秒間の時系列で表した16チャンネルの生データの一例 (表 1参照)
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図7 鉛直風速成分W の補正 (180秒間､見やすくするため0の値はずらしてある)
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(4)式の第一項目が傾斜補正で､第二項目が動揺

補正である｡これら一連の補正手順を図6に示

す｡

図6 補正手順のブロック図

風速鉛直方向 W について､この補正結果を

図8 鉛直風速成分Wのパワースペクトル 時系列で示したものが図7である｡3分間のデ

ータを表示しており､観測された風速データか

ら加速度AZを用い計算された動揺成分を取り

除くことによって､補正後の風速データの振幅

9
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が小さくなっているのが見て取れる｡

このような補正が船の揺れに対して正しく補

正されているか見るために､風速鉛直方向のパ

ワースペクトルをとってみたのが図8となって

いる｡観測値と補正値を比較してみると観測値

は周波数0.1Hz付近にピークがある｡このピー

クは､船の揺れの周期が 10秒程度であるとい

うことに合致しており､観測値の最大のピーク

は船の動揺によるものであるということになる｡

補正値の方はこの周波数0.1Hzのピークの値が

小さくなっており､合理的に船の揺れの成分が

取り除かれて補正が効いていることがわかる

Ⅵ.MROO-KO4航海

0
3

3

2

日

日

1.I.J
･:i
.

ノ ーー一旦 _一 一130E
図9 MROO-K04の航路図

｣

今回の観測を行った ｢みらい｣のクルーズ

(MROO-KO4)は､2000年6月13日に青森県

むつ市関根浜港を出航し､140E上を5N付近

まで観測を行いながら､まっすぐ南下した｡6

月 19日～6月30日まで5N,140Eの定点で集

中観測を行い､帰りも7月6日に横須賀港に入

港する前まで観測は行われた｡集中観測期間中

は､乱流フラックス観測､ラジオゾンデ観測､

CTD採水とを1セットとして繰り返され､乱流
フラックス観測は3時間毎に約1時間継続して

行われた｡乱流フラックス観測中は､船体の熱

的､力学的影響を避けるため3時間毎に約3-7

ノットの速度で風上方向-走らせている｡図10

は航海中の一般気象要素を示してあり上から気

温 ･水温､相対湿度 ･比湿､風速 ･風向､日射

量､降水量となっている｡気温は赤道域にはい

ると28度前後､湿度70-90%であった｡集中

観測時も含め､これらの全航海期間にわたって

乱流観測データは連続的に得られており､この

中から不良データの品質管理を行うことによっ

て合理的なデータセットを作ることが出来る｡

Ⅶ.渦相関法によるフラックスの評価
これまでの補正された3成分の風速データを

用い渦相関法でフラックスを計算する｡

渦相関法によるフラックスは次の式で計算する｡

運動量 T--PW'u'

顕熱 QH=Cppw'T'

潜熱 QL･=LEPW′q'

〟 :空気密度 Cp:定圧比熱 LE:蒸発の潜熱

u:風速の風向方向成分 W:風速の鉛直成分

T:気温 q :比湿

渦相関法によるフラックスの計算は航海中に

得られた連続記録から､10分毎に切り出して時

系列の直線的なトレンドを除いた後に､上に述

べたような処理をオフラインで行った｡図 11

はこのようにして求めた 10分毎の顕熱と潜熱

のフラックスについて6月 13日の出航から6

月 31日に定点を離れるまでの全期間の時系列

を示す｡それぞれ上段の図が計算された生のフ

ラックス値を示すが､これには多くのノイズデ

ータが含まれているのがわかる｡

この原因としては､大別すると①風速計や温

度計･湿度計あるいは動揺計に含まれるノイズ､

②信号に何らかの長周期成分があり､これが

covarianceを統計的に不安定にする､という2

つになる｡まず､顕熱フラックスとして①の可

能性に当たるものとして風速鉛直成分､Wと温

度変動､Tsについてその10分間についての標

準偏差を図 11の下2段に示した｡これを見る

と時折大きな標準偏差の値を示しており､これ

らの値が最上段の顕熱フラックスに影響してい



船舶を用いた海面乱流フラックスの自動観測

5

0

5

0

5

0

3

3

2

2

-

--

(U
軸
a
p
)aJn
leJ
a
d
∈
3
1

水温

気温

03/672/6

C

24

m

6

叫D

2/68/65/62/6

0

0

0

0

0

0

0

2

0

8

6

4

2

(㌔
)̂
TlP
l∈
n
H
a
^
lT
elat
J

(Z
t∈
＼
壬
)U
O
lTetP
e∝

LC一.S

相対湿度

03/672 /6

C

24

uT

6

;1D

2/68 /65 /62 /6

5

0

5

0

5

0

2

2

1

1

(S＼
uJ)p
a
a
d
s
p

u
l≧

03/672 /6

C

24

m

6

=>D

2/68 / 65 /62/6

0

0

0

0

2

0

800

600

400

200

0

00

0

0

0

0

0

00

0

0

0

0

6

5

4

3

2

1

(LU
LU
)u
O
lTeTld
EO
aJd

6/12 6/15 6/18 6/21 6/24 6/27

Day(UTC)Day(UTC)

6/12 6/15 6/18 6/21 6/24 6/27 6/30 7/3 7/6

Day(UTC)

図10 航海中の一般気象要素

(上から気温 ･水温､相対湿度 ･比湿､風向 ･風速､日射量､降水量)

(
3
1
]
叫
)
A
)
!p
!
uJn
H

o
u
!o
a
d
s

0

O

0

0

0

5

4

3

2

1

0

(
帥

a
p

)
u
o
!1
°
a
J
10
P

u
妻

0

0

0

0

0

0

2

4

6

6

4

2

･1

2

3

3

2

1

0

一

一

一

ll



12

知

㈲

S!

o

a

g

5
:

8

甜
o
知∞
3
･
0

2･5

2.01･5川
的
M川

(丁

2

号
L
a
,JB
s

(o
B
a
P
)S1
｣
邑

S

高橋 聡司 ･塚本 修 ･石田 廉史 ･米山 邦夫

1

6/15 6/17 6/19 6/21 6/23 8/25 6/27 8/29 7/1

Date

第 11図(a) 10分毎に得られた顕熱フラックス

の不良データ判定の一例

上段 :計算された生データ

中段 :下段に示された風速と気温の不良部分

を除去することによって得られた顕熱

フラックスの時系列

ると考えられる｡そこで､この2つの標準偏差

の値にある基準を持ってノイズレベルと定め､

それに該当する顕熱フラックスを欠測として扱

ったものが､図の2段目に示してある｡これに

よって多くの不良データが除去できているのが

わかる｡一方､右側に示した潜熱フラックスに

ついても同様に考えて､下段に示した赤外線湿

度計の信号強度がある程度以上に下がった場合､

あるいはその信号強度の標準偏差がある臨界値

を越えた場合に欠測として扱うと､中断に示し

たようにかなりの不良データを取り除くことが
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(b) 10分毎に得られた潜熱フラックスの不良

データ判定の一例

上段 :計算された生データ

中段 :下段に示された赤外線湿度計の受光強

度の不良部分を除去することによって

得られた潜熱フラックスの時系列

できる｡これらの手法は､まだ不完全なもので

あるが､経験的に不良データの判定基準を積み

上げてゆくことで､データの品質管理を進めて

ゆくことができる｡今回の予備的な計算では顕

熱フラックスは平均的には 20Wm-2程度､潜

熱フラックスは100Wm~2程度になる｡

Ⅷ.まとめ

船舶を用いて海面上での乱流フラックスを得

るために､超音波風速温度計と赤外線湿度計を

用いた渦相関法を適用した｡その場合に船体の
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動揺に伴う見かけの風速成分や傾斜の補正を行

う手法について､従来の方法を改良して動揺検

出器を風速計と同じ位置に設置することにより､

補正式を単純化し精度の向上を図った｡また､

このシステムを用いて海洋科学技術センターの

観測船 ｢みらい｣に常設の装置として設置する

ことができるようになったので､すべての航海

で広域にわたるフラックスの言刊面が自動的 ･連

続的に行えるようになった｡これらの連続的な

データから最適な品質管理を行うことで不良デ

ータを除く方法についてもここで述べた方法を

発展させることで､合理的なものにまとめるこ

とができる｡

この渦相関法のデータにはこのような欠測を

含む場合があるが､測定がうまく行われている

期間については精度の良いデータとしてとりあ

げることができ､このデー一夕を (精度的には劣

るが)簡便で欠測の少ないバルク法のデータと

統合することによって､合理的なフラックスを

連続的に作成することができるようになる｡ま

た､ここで行ったオフラインによるデータ処理

を rea1-time,on･lme処理として行う手法に切

り替えてゆくことで､誰でも手軽に使える自動

観測システムに発展させてゆく必要がある｡

讃楢与

｢みらい｣での航海において一緒に乱流フラッ

クス観測に携わっていただいた竹見哲也博士

(大阪大学)､中西彩子氏 (岡山大学)に感謝の

意を表します｡ そして､海洋地球観測船 ｢みら

い｣の橋本孝亮船長はじめ ｢みらい｣の乗組員

の方々､乗船研究員の方々に感謝いたします｡

また､乱流計i則器には ｢地球観測フロンティア｣

のものを使用させていただきました｡
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